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米子市地域包括支援センター事業実施方針 

 

Ⅰ 方針策定の趣旨 

この「米子市地域包括支援センター事業実施方針」は、地域包括支援センター（以

下「センター」という。）の運営上の基本的な考え、業務推進の指針等を明確にする

とともに、センター業務の円滑で効果的な実施に資することを目的に策定する。 

 

Ⅱ 運営上の基本的視点  

１ 公益性の視点 

（１）センターは、米子市の介護・福祉行政の一翼を担う公的な機関として、公正

で中立性の高い事業運営を行う。 

（２）センターの運営費用は、市民が負担する介護保険料や、国・県・市の公費が

充当されていることを十分に認識し、適切な事業運営を行う。 

 

２ 地域性の視点 

（１）センターは、地域の介護・福祉サービスの提供体制を支える中核的な機関で

あるため、担当圏域の地域特性や実情を踏まえた適切かつ柔軟な事業運営を行

う。 

（２）地域包括支援センター運営協議会や地域ネットワーク会議等の場を通じて、

地域の住民や関係団体等の意見を幅広く吸い上げ、日々の活動に反映させると

ともに、地域が抱える課題を把握し、解決に向けて積極的に取り組む。 

 

３ 協働性の視点 

（１）センターの保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員の各専門職種が相互に

情報を共有し、理念・方針を理解した上で、連携・協働の事務体制を構築し、

業務全体をチームとして支える。 

（２）地域の保健・福祉・医療の専門職やボランティア、民生委員等の関係者と連

携を図りながら活動する。 

 

Ⅲ 運営について 

１ 運営体制 

（１）運営事業実施計画の策定 

① センターは、地域の実情に応じて必要となる重点課題等について、各年度

の事業実施計画を策定し、各地域の特性に応じた事業運営に努める。 

② 各年度に策定した事業実施計画について、各年度末に運営上の課題を検証

し、次年度に向けて解決方法を検討する。 
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（２）設置場所等 

  ① 地域住民や介護支援専門員、サービス事業者等の多様な関係者が来所しや

すい場所に事務所を設置する。 

 ② 運営における基本的視点（公益性、地域性、協働性）に立って事務所を設

置し、下記の７箇所のセンターが市内の担当地域を分担する。 

  ・ふれあいの里地域包括支援センター 

  ・義方･湊山地域包括支援センター 

  ・住吉･加茂地域包括支援センター 

  ・尚徳地域包括支援センター 

  ・弓浜地域包括支援センター 

  ・箕蚊屋地域包括支援センター 

  ・淀江地域包括支援センター 

（３）職員の配置等 

   センターには、包括的支援事業を適切に実施するため、保健師、社会福祉士、

主任介護支援専門員を配置し、各職種に欠員が生じることがあってはならない。 

  ３職種の確保が困難な場合であっても、平成１８年厚生労働省老健局計画課長

通知第６による「これらに準ずる者」を必ず配置しなければならない。 

（４）職員の姿勢 

センターの業務は、地域に暮らす高齢者が住みなれた環境で自分らしい生活

を継続させるための支援であることを念頭に置き、常に当事者に最善の利益を

図るために業務を遂行する。 

（５）職員の資質の向上 

専門性の維持及び資質の向上を目的に、各種研修会等に積極的に参加できる

体制整備を行う。また、研修等で受講した内容について、センター内で情報共

有するために、受講報告・伝達を積極的に行う。  

（６）書類の取扱い等 

① 実績報告書・事業計画等の期日内提出を行う。  

② センター業務に関する変更等があった場合、変更届出書等を速やかに提出

する。  

③ 相談記録や関係文書等の情報を適切に管理し、保管する。  

（７）苦情対応 

センターに対する苦情を受けた場合には、その内容及び対応状況を記録し、

必要に応じて速やかに米子市長寿社会課に報告する。  

（８）緊急時の体制 

センターの開設時間外においても、緊急時に連絡を取れるよう連絡体制や連  

絡網を整備する。  

（９）個人情報の保護  

個人情報の保護に留意し、守秘義務を厳守する。 
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２ 介護予防ケアマネジメント業務 

（１）介護予防・日常生活支援総合事業対象者の把握 

① 将来、介護が必要になる可能性の高い高齢者を把握し、必要なサービスを

提供することにより、介護予防の効果を発揮する。 

② ３職種それぞれが、様々な機会をとらえて、事業対象者の把握に努める。  

③ 把握した二次予防事業対象者の個別性を重視し、継続的支援を行う。  

（２）介護予防ケアマネジメント 

① 地域の高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を継続することができる

ようにするため、本人が出来ることはできる限り本人が行うことを基本とし

つつ、利用者の出来ることを利用者と共に発見し、利用者の主体的な活動と

生活の質の向上を目指すための支援に努める。 

② 事業参加状況、目標達成、適切性、新たな介護予防ニーズの有無について、

的確にモニタリングを行い、事業終了後も対象者に必要な支援を判断し、必

要に応じたフォローアップを行う。 

（３）地域介護予防活動支援  

地域において継続した介護予防が行えるよう、動機付けや活動の支援を行う。  

 

３ 総合相談支援業務 

（１）実態把握 

① 地域の高齢者の心身状況や家庭環境等についての実態把握を行うことで、

地域に存在する隠れた問題やニーズを発見し、早期対応ができるように取り

組む。 

② 地域住民や関係機関から、支援が必要な高齢者の情報収集を行う。 

③ 把握した問題やニーズについて、予防へと展開していく取り組みを行う 

（２）総合相談業務 

  ① 地域において安心できる拠点（中核的機関）としての役割を果たすため、

関係機関との連携のもと、様々な相談内容について、総合的に相談できる体

制を整備する。 

  ②市や在宅介護支援センター等関係機関と情報交換を密にし、いつでも相談対

応できる体制を整備する。 

  ③ 初期対応を適切に行い、課題を明確にした上で、適切な機関・制度・サー

ビス等につなげる。 

（３）地域におけるネットワークの構築 

① センターの業務を適切に実施していくため、また、業務への理解と協力を

得るために、パンフレットや広報紙等を作成し、様々な場所や機関への配布

を行うなど、地域住民及び関係者へ積極的に広報する。 

② 地域の社会資源やニーズを把握し、相談時に適切な情報を提供し、相談活

動を効果的・効率的に行う。 
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③ サービス提供機関や専門相談機関等のマップの作成等により、活用可能な

機関・団体等の把握を行う。 

④ 地域の様々な関係者のネットワークを通じて、高齢者の実態把握を行うと

ともに、総合相談等を通じて、支援が必要と判断された高齢者に対して、セ

ンターの各専門職によるチーム支援を行う。 

⑤ 認知症高齢者の見守りや消費者被害防止、閉じこもりの予防というニーズ

に、これらのネットワークを有効に活用する。 

  ⑥ 支援を必要とする高齢者を見出し、保健・医療・福祉サービスを始めとす

る適切な支援につなぎ、継続的な見守りを行う。 

  ⑦ ネットワークによる課題の抽出や更なる問題の発生を防止するため、地域

における様々な関係者のネットワークの構築を図る。 

（４）困難事例 

困難事例（重層的課題がある、支援拒否、既存のサービスでは適切なものが

ない等）を把握した場合は、実態把握のうえ、センターの各専門職が連携して

対応策を検討する。また、米子市長寿社会課とも連携を図り、適切な対応を行

う。 

 

４ 権利擁護業務 

（１）基本姿勢 

   複数の問題を抱えたまま生活する高齢者が、自らの権利を理解し、行使でき

るよう、専門性に基づいた支援を行う。 

（２）権利擁護に関する啓発  

   権利擁護（高齢者虐待の防止、成年後見制度の活用、消費者被害の防止等）

について、地域団体・関係機関・各種事業所や住民等が理解を深め、防止する

ための啓発活動に取り組む。 

（３）高齢者虐待への対応 

① 地域住民や関係機関等と連携を密にすることにより、虐待防止及び早期発

見に取り組む。 

② 虐待に関する通報や相談を受けた場合には、「高齢者虐待防止、高齢者の

養護者に対する支援等に関する法律」に基づき、速やかに当該高齢者の状況

を把握し、米子市長寿社会課とも連携を図り、適切な対応を行う。 

（４）成年後見制度 

   認知症などにより判断能力の低下が見られる場合には、適切な介護サービス

利用や、金銭的管理、法律的行為などの支援のため、成年後見制度の活用を図

る。 

（５）消費者被害防止 

地域団体・関係機関との連携のもと、消費者被害情報の把握を行い、情報伝

達と適切な対応により、被害の未然防止を支援するとともに、被害の回復のた
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めの関係機関を紹介する。 

 

５ 包括的・継続的ケアマネジメント業務 

（１）包括的・継続的ケアマネジメント体制の構築 

① 地域における包括的・継続的なケアを実施するため、関係機関との連携を

構築し、地域の介護支援専門員と関係機関との連携を支援する。 

② 地域の介護支援専門員が介護保険サービス以外の様々な社会資源を活用

できるよう、地域の連携・協力体制を整備する。 

（２）介護支援専門員に対する支援 

① 介護支援専門員の日常的業務の実施に関し、専門的な見地からの個別指導

や相談への対応を行う。 

② 介護支援専門員の資質の向上を図る観点から、関係機関とも連携のうえ、

情報提供や事例検討会、研修会等を実施する。 

③ 地域の介護支援専門員が抱える困難事例について、具体的な支援方針を検

討し、指導助言等を行う。 

④ 地域の介護支援専門員等が、日常的に円滑な業務が実施されるよう、介護

支援専門員のネットワーク構築を支援する。 

 

６ 地域包括ケアシステムの構築業務 

（１）個別課題の解決 

  個別課題分析等を行うことによる地域課題、その他地域の実情に応じて必要

と認められる事項について地域ケア会議等を開催し、適切な対応を図る。 

（２）圏域内における多職種連携 

医療機関、介護サービス事業者、民生委員、自治会、ボランティア組織、そ

の他各種団体と連携し、日常生活圏域内における社会資源が連携する地域包括

ケアシステムの構築に努める。 

 

７ 認知症高齢者及び家族への支援 

（１）認知症高齢者やその家族を支えるため、認知症地域支援推進員や関係機関と

連携を図りながら継続的な支援を行う。 

（２）地域住民や関係機関等が、認知症高齢者やその家族を地域で支え、見守る体

制を構築するために、認知症に対する正しい知識の普及等を行う。 

（３）認知症高齢者やその家族が抱える多様な問題を解決するために、医療機関等、

関係機関との連携・協力体制を構築する。 

 

 この方針は、平成２８年４月１日から適用する。 
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